
平成24年3月7日 

 

入札公告 
 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

財団法人地震予知総合研究振興会 

地震調査研究センター 

所長 阿 部 勝 征 

 

１． 競争入札に関する事項 
 件  名：データシステム管理補助 

 業務内容：別に地震調査研究センターが供与する入札仕様書のとおり 

 作業場所：東京都千代田区猿楽町１－５－１８ 千代田ビル5階 

財団法人地震予知総合研究振興会 

地震調査研究センター（以下「センター」という。） 

 作業期間：平成２４年４月１日（日）～平成２５年３月３１日（日） 

 入札方法：入札金額は、「データシステム管理補助作業」に関する総価で行う。落札決定に

あたっては、入札書に記載した金額に当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額とする）をもっ

て入札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。入札

参加者は、入札書と以下、２に示す資格等の申告及び書類を提出するものとする。 

 

２． 競争に参加する者に必要な資格及び提出する書類 
 平成 23・24 年度に有効な全省庁統一競争参加資格者名簿に登録されている単独事業主で

あること（参加資格の写し）。若しくは、平成 24 年3 月 7 日現在、平成 24 年度に有効な

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書を所管省庁に提出している者。（申請書受理の写

し） 

 会社更生法(平成14年法律第154号)による更生手続き開始の申し立てをした者にあっては、

更生計画認可の決定を受けていること。 

 民事再生法(平成11年法律第225号)による民事再生手続き開始の申し立てをした者にあっ

ては、再生計画認可の決定を受けていること。 

 入札書とは別に入札する価格の積算内訳を提出すること。 

 入札説明会（下記に日時記載）に参加し、入札仕様書の交付を受けた者であること。 

 過去５年間に以下の実績を有すること。（業務実績書） 

①メーリングリストのカスタマイズ設定及び運用補助の実績を有すること。 

②ファイアウォール等システムセキュリティのソフトウェアのインストール及び設定補助の

実績を三種類以上有すること。 

③オラクル10gのデータやログ管理、バックアップ実施の実績を有すること。 



④三種類以上のLinux OSのアップデート作業の実績を有すること。 

⑤GeoConcept Internet Serverの設定・管理の実績を有すること。 

     
３．入札書の提出場所等 

 入札書の提出、契約条項を示す場所及び入札仕様書の交付場所並びに問い合わせ先 

財団法人地震予知総合研究振興会地震調査研究センター 契約担当者 

〒101-0064 東京都千代田区猿楽町１－５－１８ 千代田ビル5階 

電話 03-3295-1501 

 入札仕様書の交付方法 

仕様書は説明会（下記に日時記載）でのみ交付する（２に示した競争参加資格の写しと

業務実績書の提示が必要）。 

 入札説明会の日時及び場所 

日時：平成２４年３月１３日（火）１７時００分 

場所：作業場所と同所のセンター会議室 

 入札書及び関係書類の提出方法および期限 

入札に参加を希望する者は、入札書及び積算内訳は封筒に入れて封緘し、上記２の資格

等の申告（様式自由）及び必要書類を添えて、提出期限までにセンターに提出すること。 

提出期限：平成２４年３月２３日（金）１７時００分 

提出方法：前記提出場所へ持参すること 

 入札執行の日時及び場所 

開札日時：平成２４年３月２３日（金）１７時００分 

開札場所：作業場所と同所のセンター会議室 

 

４．その他 
 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を

履行しなかった者の入札は無効とする。 

 契約書作成の要否 

契約締結にあたっては、契約書を作成するものとする。 

 落札者の決定方法 

入札件名の作業の予算の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容

に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約する事

が公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる

ときは、予算の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち、最低の価格をもって入

札をした者を落札者とすることがある。なお、落札となるべき同価格の入札をした者が

２者以上あるときは、直ちに「くじ」による抽選を行い、落札者を決定する。 

以上公告する。 


